































合 計 ５９８社 ７９社 １３．２％
中国大陸 ２２１社 ２９社 １３．１％
香 港 ２０３社 １７社 ８．４％
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質問項目 ５年前 現 在
１ 国内で既存事業を強化する ３．２４ ３．２０
２ 国内で新しい事業を立上げる ２．４７ ２．６２
３ GG 企業の関連事業を強化する ２．７０ ２．６６
４ 海外市場で日本のブランドを活用する ２．２８ ２．３６
５ 海外市場で日本で獲得した技術を活用する ２．４１ ２．４９
６ 国際的な価格競争力を強化する ２．２８ ２．２８
７ 日本の製品・サービスを海外市場で展開する ２．１４ ２．０５
８ コスト競争力を強化する ２．２６ ２．２４
９ 日本の同業他社と提携する ２．０４ ２．１１
１０ 日本の異業種・異分野の企業と提携する １．７８ １．８８



































































































質問項目 ５年前 現 在
１ 地球規模で理念やビジョンを共有している ２．２４ ２．５８
２ 実質的な意思決定は日本法人のトップが下している ２．６５ ２．６３
３ 世界的に情報を共有している ２．４７ ２．６６
４ 年功序列を重視している １．９６ １．８８
５ 長期雇用が前提である ２．７６ ２．８８
６ 国籍を問わずに人材を採用している ２．９１ ２．９９
７ グループ企業間で人材交流を進めている ２．３７ ２．５８
８ スキルがある中途採用者を積極的に採用している ３．１５ ３．３３
９ 優秀な人材をヘッドハンティングしている ２．０３ ２．１１
１０ 人材配置は日本法人が決定している ２．６１ ２．６８
１１ 本国人社員を積極的に活用している ２．５７ ２．６１
１２ 社員の教育は OJT が中心である ２．９２ ２．９９
１３ 外国人社員の人材育成を日本で行っている ２．３４ ２．３９





























































































































質問項目 ５年前 現 在
１ 株主の意見を経営に反映させている ２．７３ ２．７８
２ グループ企業の支配関係を強化している ２．６１ ２．７５
３ 完全持株会社によって統括している ２．７７ ２．８７
４ 従業員持株比率が高まっている １．３１ １．３６
５ 積極的に情報開示している ２．３２ ２．３９
６ 日本法人は自律的に事業展開している ２．８ ２．９１
７ コンプライアンスが有効に機能している ２．２３ ２．３７
８ 内部統制が健全に機能している ２．６４ ２．７４
９ 日本以外の法的規制を意識している ２．７７ ２．８３
１０ 経営トップの国籍は問わない ２．６１ ２．７０
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アジア企業の在日法人の経営実態に関する研究
― ―３４７
３． むすびにかえて
本研究ノートでは，アンケート調査に回答してくれた台湾，中国，香港
に本社をもつ「アジア企業の在日法人」の経営特性について，１）日本市
場の魅力，２）事業展開，３）組織管理体制，４）企業統治体制といった４
つの点から分析を加えてきた。そこから得られたファインディングスは，
以下のように要約される。
「アジア企業の在日法人」は全体的にみて，日本市場を規模や技術，生
活インフラなど多くの点で魅力的な市場であると捉え，事業展開では，既
存事業を強化するとともに，新規事業開拓にも積極的に取り組み，日本で
獲得した技術をグローバル展開で活用しようとする傾向にある。また，そ
の組織管理体制と企業統治体制については，地球規模でビジョンや理念を
共有するとともに，技術者をはじめとして経験のある中途採用者の採用を
進めるとともに，企業グループ間で人材交流を進める傾向にある。さらに，
完全持株会社による統括など，グローバル・グループ企業の支配力を強化
する一方で，改革推進型の経営トップの下で，事業展開の自律性を確保し
た経営を志向していると理解される。
１） 中国経済の成長プロセスおよび中国企業の海外進出に関する研究成果の一部
は，「中国経済の成長と展望」，岩尚人，黄賀，成城大学経済研究所研究報
告，No. 70に発表した。
２） 本アンケート調査では，香港，台湾，中国の３カ国に本社を置く企業を「ア
ジア企業」と定義し，調査を実施した。今後，韓国，ASEAN 諸国などに本
社を置く企業まで調査対象を広げ，研究を進めていきたいと考えている。
３） 本アンケート調査は，グローバルに事業を展開して中国企業のグローバル戦
略を，「走出去戦略」及び「再回来戦略」に分類し，その違いを明らかにす
ることを目的としてきたものである。本研究ノートは，そうした一連の研究
の一部である。
４） 帝国データバンクから得た企業データ４６５件，東洋経済社の『外資系企業総
覧 2014』から得られた企業データ２４０件の内，重複する企業を除いた合計
５９８社である。
５） アンケート調査では，４点尺度で質問した。その集計結果は，「その通りで
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ある」を４点，「ある程度そう思う」を３点，「あまりそう思わない」を２点，
「そう思わない」を１点として計算し，その平均を求めている。
６） 本稿において，「肯定的に捉えている」という表現を用いている場合，アン
ケートの回答が「その通りである」及び「ある程度そう思う」を合わせたも
のであり，「特に肯定的に捉えている」と表現している場合には，アンケー
トの回答が「その通りである」だけを示している。
※ 本研究ノートは，成城大学特別研究助成，成城大学経済研究所第３プロジェク
ト，及び成城大学グローカルセンター「経済社会動態のグローカル研究」の研究
成果の一部である。なお，本研究ノートは，成城大学大学院経済学研究科博士課
程後期の黄賀が行った研究に，岩が加筆・修正したものである。
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